
耐震診断義務付け対象建築物への補助制度
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※ 通常の交付金に加え、補助金を追加し、国費による実質補助
率を １／２に拡充する。
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●改正耐震改修促進法により、耐震診断の義務付け対象
となる民間の不特定多数利用大規模建築物（ホテル・旅館、デ
パート等）等に適用する場合の原則形は、以下のとおり。

※ 地方公共団体が国と同額の負担による１／２の支援を行えば、
全額公費負担とすることができる。

補強設計への支援

※ 地方公共団体が支援策を整備していない場合でも、国単独で
交付金の場合と同じ補助率１／３の補助を行う。
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耐震改修等への支援

※ 都道府県が改正耐震改修促進法に基づき避難所等に位
置づければ（要安全確認計画記載建築物）、国費による実
質補助率を ２／５に拡充する。

※ 地方公共団体が支援策を整備していない場合でも、国単独で
交付金の場合と同じ補助率１１．５％の補助を行う。

※ 通常の交付金に加え、補助金を追加し、国費による実質補助
率を １／３に拡充する。
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耐震対策緊急促進事業 （令和4年度末までの時限の補助金） 令和２年度当初予算：国費115億円

令和4年度内に設計着
手したものまで対象

耐震診断義務付け
建築物の場合

耐震診断義務付け
建築物の場合


